
（台） 189 183 180 180 180
指標
成果 共用車両利用率（昼間8:30～17:15）（％） 67.6 63.6 67.0 70.0 70
指標

1台あたりの職員数（人／台）
他市との 　刈谷市：6.54　碧南市：3.33　安城市：2.86　知立市：3.86　高浜市：4.22
比較検証 ※ごみ収集車両や消防団車両等については、各市の事業形態によって大きく異なるため、本庁舎で使用して

いる車両に限定して算出。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 27,075 25,329 28,377 28,623 合計 28,377,294 円
需用費 9,562,791 円

財
　
源

特定財源 1,087 1,133 1,607 480 役務費 2,250,126 円
委託料 6,557,364 円

一般財源 25,988 24,196 26,

Ｄ

770 28,143 使

　

用料及び賃借料
9,4

　

42,213 円

職員

　

人件費　② 6,461

Ｏ

6,720 7,013

　

7,328 負担金、補

　

助及び
交付金 75,0

∧

00 円

総事業費（①

　

＋②） 33,536 3

　

2,049 35,39

実

0 35,951 公課費

　

489,800 円

建

　

設
事
業

全体事業費（単

施

位：千円） 0 ２５年度

　

特定財源名称

２５年度

　

迄の累積事業費 0 自動

∨

車事故共済保険金収入

２７年度以降の事業費見込 0

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

２

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

６

事
　
業
　
概
　
要

総合計

年

画
分野 計画推進

基本施

度

策 行政経営
施策体系

施

　

策の内容 効率的な行政

刈

運営

目
　
　
　
的

　安全

谷

かつ迅速、効率的に公

市

務を遂行するた

主
た
る

事

内
容

○公用車の運行管

務

理
めに必要な公用車を

事

保有し、車両を適切に

業

管 ○市所有バスの運転

評

業務委託
理することに

価

より有効に活用する。

シ

位
置
づ
け

関連計画  

根

ー

拠法令 刈谷市自動車等

ト

運行管理規程

対象者 市

（

職員 事業期間 ～

実施方

様

法 ■直営　■委託　□

式

指定管理　□補助・助

１

成　□その他

）

会計名 担当部 企

Ｂ
　

画

事
　
業
　
実
　
績

２３年

財

度実績 ２４年度実績 ２

政

５年度実績 ２６年度計

部

画

保有車両 189台

一

保有車両 183台 保

般

有車両 180台 購入

会

予定車両 15台
　う

計

ち共用車両 54台 　

自

うち共用車両 52台

動

　うち共用車両 50

車

台 　うち新規車両  

管

0台
　うち各課等所管

理

車両 135台 　うち

事

各課等所管車両 13

業

1台 　うち各課等所管

担

車両 130台 　うち

当

更新車両 15台
購入

課

車両 11台 購入車両

財

 6台 購入車両 8台

務

売却予定車両 15台

課

　うち新規車両 4台

款

　うち新規車両 1台

項

　うち新規車両 0台

目

　うち更新車両 7台

担

　うち更新車両 5台

当

　うち更新車両 8台

係

売却車両 5台 寄附車

財

両 1台 売却車両 1

産

1台
売却車両 11台

管

　業務を効率的に行う

理

ために適正な公用車台

係

数を確保するとともに

2

、利用率等を勘案して

1

削減可能な車両を売却

9

した。保

成果 有する車両は車検、点検を適切に行い故障によるトラブルの防止に努めた。　

(できたこと)

　公用車の事故による修理費の削減
課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 保有車両台数



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　市の業務に必要な公用車を保有し、全体

平

の利用状況を把
・法的

成

業務
高い

握して、安全

２

で効率的な運用を図る

６

ため、財務課で一元管

年

必要性 ・市民ニーズ、

度

社会需要 理を行ってい

　

る。
・市民生活上必要

刈

である　など

　共用車

谷

両については、公用車

市

予約システムにより効

事

率良
・コストの節減、

務

費用対効果
普通

く利用

事

されている。また、公

業

用車の保有台数につい

評

ては、
効率性 ・執行体

価

制の効率性 利用状況等

シ

の把握に努めて適正な

ー

台数を確保した上で削

ト

減
・手段の最適性　な

（

ど にも努めた。

　車両

様

を維持管理するため、

式

車検、点検、修繕等の

２

業務を
・市が主体とな

）

って実施する
普通

外部

会

委託できるが、業務上

計

必要な車両の運行管理

名

は市が行
妥当性 　べき

担

事業であるか うことが

当

必要である。
・総合計

部

画との整合性　など

　

企

公用車を最適台数保有

画

し、適切に管理運営す

財

ることで公

施策への ・

政

施策への貢献度
普通

務

部

を迅速かつ効率的に行

一

うことができる。
・目

般

標達成度
貢献度 ・市民

会

サービスへの効果　な

計

ど

今後の方向性 □拡充

自

　□現状維持　■改善

動

・効率化　□縮小　□

車

終期設定　□休止・廃

管

止

・引き続き、公用車

理

の最適台数の維持に努

事

めるとともに、車検や

業

点検など適切な管理に

担

努める。
・車両購入に

当

際しては、低燃費車な

課

ど環境配慮車両を導入

財

する。
・公用車の事故

務

に伴う修繕費等の削減

課

については、職員に対

款

して事故事例の情報提

項

供や運転適性チェック

目

の実施等に
より事故の

担

削減に努める。

当係 財産

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

管

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

理

　
価
　
∨

係

2 1 9



全計画は、全国的にも多くの自治体が策定・策定中である。
他市との （県内）名古屋市、豊橋市、豊田市、岡崎市、安城市等
比較検証 （県外）流山市、神戸市、平塚市、調布市、茅ヶ崎市等

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 7,214 8,467 21,284 33,680 合計 21,284,238 円
旅費 61,340 円

財
　
源

特定財源 0 3,100 0 0 需用費 92,623 円
委託料 20,028,825 円

一般財源 7,214 5,367 21,284 33,680 使用料及び賃借料
1,071,000 円

職員人件費　② 5,025 10,611 14,728 14,656 負担金、補助及び
交付金 30,450 円

総事業費（①＋②） 12,239 19,078 36,012 48,336

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　

２

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

６

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

年

　
概
　
要

総合計画
分野

度

計画推進

基本施策 行政

　

経営
施策体系

施策の内

刈

容 健全な財政運営

目
　

谷

　
　
的

　学校を始めと

市

する公共施設の多くが

事

建設後3

主
た
る
内
容

　

務

公共施設の適切な維持

事

保全のため、施設評
0

業

～40年経過し、今後

評

修繕費用の増加、建替

価

や 価や優先度の設定、

シ

保全計画の策定を行う

ー

。
大規模修繕の時期を

ト

迎える施設数の増加が

（

見
込まれる中、本市が

様

所有する公共施設を適

式

切
に維持保全する。

位

１

置
づ
け

関連計画

根拠法

）

令

対象者 事業期間 平成

会

２３年度 ～

実施方法 ■

計

直営　■委託　□指定

名

管理　□補助・助成　

担

□その他

当部 企画財政部

一

Ｂ
　
事
　

般

業
　
実
　
績

２３年度実

会

績 ２４年度実績 ２５年

計

度実績 ２６年度計画

・

公

公共施設維持保全計画

共

基本 ・システムの構築

施

・施設評価・優先度の

設

設定 ・施設評価・優先

維

度の設定
方針案の策定

持

・施設評価・優先度の

保

設定 ・計画のローリン

全

グ ・計画のローリング

計

・公共施設の劣化診断

画

・計画の策定 ・構造体

推

耐久性調査 ・構造体耐

進

久性調査
　 ・非構造部

事

材耐震点検
※｢公共施

業

設維持保全計画策定 ・

担

ＰＣＢ分析調査
　事業

当

｣にて実施

　公共施設

課

の長寿命化を図るべく

財

、公共施設の現地調査

務

を実施し建物の劣化状

課

況の把握に努め、定期

款

的な改修期間を設定

成

項

果 した予防保全の工事

目

を抽出し、公共施設の

担

保全計画を作成した。

当

(できたこと)

　各公

係

共施設の工事履歴や利

財

用状況等のデータ収集

産

、劣化度診断を実施し

管

て精度の高い計画へ更

理

新していく必要がある

係

。
課題

(できなか 

 

2

ったこと)

指標名称（

1

単位）
実績値 目標値

２

9

３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 計画推進状況（％） ― ― ― 100.0 ―
指標

指標
公共施設維持保



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　今後、維持修繕費用の増

平

加が見込まれるため、

成

各年度の
・法的業務

高

２

い
費用を平準化してい

６

かなければならない。

年

　他市町村・民
必要性

度

・市民ニーズ、社会需

　

要 間においても実施さ

刈

れている計画・考え方

谷

であり、必要性
・市民

市

生活上必要である　な

事

ど がある。

　中長期修

務

繕計画を作成し、修繕

事

・改修を計画的・予防

業

的
・コストの節減、費

評

用対効果
高い

に行うこ

価

とにより、公共施設を

シ

長寿命化させ、建替に

ー

かか
効率性 ・執行体制

ト

の効率性 る巨額な費用

（

や突発的に起こる過大

様

な改修費用を抑えられ

式

・手段の最適性　など

２

る。

　公共施設の維持

）

保全計画であり、市が

会

主体となって実施
・市

計

が主体となって実施す

名

る
普通

するべき事業で

担

ある。
妥当性 　べき事

当

業であるか
・総合計画

部

との整合性　など

　各

企

年度の維持修繕費を平

画

準化し、健全な財政運

財

営を目指

施策への ・施

政

策への貢献度
高い

す。

部

・目標達成度
貢献度 ・

一

市民サービスへの効果

般

　など

今後の方向性 □

会

拡充　■現状維持　□

計

改善・効率化　□縮小

公

　□終期設定　□休止

共

・廃止

　各公共施設の

施

工事履歴や利用状況等

設

を公共施設維持保全計

維

画支援システムにて一

持

元管理し、そのデータ

保

を基に毎年
度計画内容

全

の見直しや情報の更新

計

を行う。
　また、目標

画

耐用年数（80年）ま

推

で耐えられるかどうか

進

を判断するため、建築

事

から40年程度経過し

業

た建物に対し、コ
ンク

担

リート中性化試験等の

当

調査を実施し、今後の

課

保全方針を決定する。

財務課

款

Ｃ
 
　
Ｈ
 

項

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

目

∧
　
評
　
価
　
∨

担当係 財産管理係

2 1 9



施により財源を確保することができたため、取り崩しは実施せず、基金残高を確保することがで

(できたこと) きた。

　財政調整基金は、平成25年度末に約107億円の積立額となるが、今後も当初予算編成において、毎年繰入れを見込んで
課題

いる。ただし、近年では歳出の減額補正や繰越金等の財源を活かし、取り崩しは実際には行っていない状況にある。しか
(できなか 

しながら法人市民税の国税化や法人税率の変更等の制度改正など市税の動向に大きく影響を与える制度改正を見据え、取
 ったこと)

崩額の縮減に努め、一定額の維持が必要と考える。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 基金取崩額（千円） 0 0 0 0 0
指標

 
指標

各市の平成24年度末現在
他市との ・岡崎市　12,825,717千円・碧南市　2,459,241千円・豊田市　14,300,000千円・安城市　4,664,740千円
比較検証 ・西尾市　 5,921,392千円・知立市　1,808,823千円・高浜市　 1,039,759千円

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　

Ｃ
　
事
　

　

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

∧

千円
２３年度 ２４年度

　

２５年度 ２６年度 ２５

　

年度

（決算） （決算）

実

（決算） （予算） 事業

　

費内訳

事業費　① 1,

　

613,195 1,0

施

13,767 23,7

　

16 5,788 合計 2

　

3,715,653 

∨

円
積立金 23,715,653 円

財
　
源

特定財源 13,195 13,767 23,716 5,788

一般財源 1,600,000 1,000,000 0 0

職員人件費　② 359 354 351 366

総事業費（①＋②） 1,613,554 1,014,121 24,067 6,154

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 財政調整基金積立金利子

２７年度以降の事業費見込 0

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

２

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

６

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

年

計画
分野 計画推進

基本

度

施策 行政経営
施策体系

　

施策の内容 健全な財政

刈

運営

目
　
　
　
的

　予期

谷

しない収入減少や支出

市

増加といった年

主
た
る

事

内
容

　財源不足等が生

務

じる年度に取り崩し活

事

用す
度間の財源の不均

業

衡を調整し、財政上の

評

不測 るため、財政調整

価

基金に運用収入等を積

シ

み立
の事態に備える。

ー

てる。

位
置
づ
け

関連計

ト

画  

根拠法令 地方財政

（

法、財政調整基金条例

様

対象者 対象者を限定し

式

ない 事業期間 昭和４４

１

年度 ～

実施方法 ■直営

）

　□委託　□指定管理

会

　□補助・助成　□そ

計

の他

名 担当部 企画財政

Ｂ
　
事
　
業
　

部

実
　
績

２３年度実績 ２

一

４年度実績 ２５年度実

般

績 ２６年度計画

積立額

会

積立額 積立額 積立予定

計

額
         

財

1,613,195,

政

093円 　　　　 1

調

,013,767,3

整

46円  　　　　　　

基

23,715,653

金

円 　　　 　　　5,

積

788,000円
取崩

立

額 取崩額　　　　  

事

       　　取

業

崩額　　　　　   

担

    　　取崩予定

当

額　　　　　    

課

   
　　　　　  

財

         0

務

円 　　　　　    

課

 　　  0円 　　 

款

　　　　　　 　　0

項

円 　　　     5

目

00,000,000

担

円
年度末現在高　 年度

当

末現在高　 年度末現在

係

高　 年度末現在高見込

財

み　
　　　　 9,6

政

78,504,451

係

円  　　　 10,6

2

92,271,797

1

円 　　　　 10,7

7

15,987,450円 　　　　10,221,775,450円
　　　　（当初予算時点）

　当初予算を編成するに当たり財源不足を補うため、15億円の取り崩しを計上していたが、前年度の繰越金や事業の見直

成果 しによる減額補正等の実



用の比較が困難である。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,082 799 604 2,700 合計 603,756 円
委託料 603,756 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 1,082 799 604 2,700

職員人件費　② 5,025 4,952 5,611 6,595

総事業費（①＋②） 6,107 5,751 6,215 9,295

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平

Ｐ

成

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

２

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

６

　
業
　
概
　
要

総合計画

年

分野 計画推進

基本施策

度

行政経営
施策体系

施策

　

の内容 効率的な行政運

刈

営

目
　
　
　
的

　公有財

谷

産を適切に管理するこ

市

とにより、財

主
た
る
内

事

容

　市が所有する土地

務

について、草刈業務等

事

を
産を有効活用し行財

業

政の効率化を図る。 行

評

い適切に管理するとと

価

もに、公有財産取得
・

シ

処分に必要な不動産鑑

ー

定等を行う。

位
置
づ
け

ト

関連計画  

根拠法令 刈

（

谷市財産管理規則

対象

様

者 公有財産 事業期間 ～

式

実施方法 ■直営　■委

１

託　□指定管理　□補

）

助・助成　□その他

会計名 担当部 企画財

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

政

２３年度実績 ２４年度

部

実績 ２５年度実績 ２６

一

年度計画

草刈等委託　

般

6件　189,848

会

円 不動産鑑定委託　1

計

件 境界確定事務委託　

財

1件　　　不動産鑑定

産

委託予定額
補修工事 

管

 　1件  493,

理

500円 　　　　　　

事

　　 304,500

業

円 　　　　 　　　　

担

414,708円 　　

当

　　　　　 2,00

課

0,000円
境界確定

財

・登記事務委託　1件

務

草刈等委託　4件　　

課

　　　　草刈等委託予

款

定額
　　　　　　　　

項

 388,500円 　

目

　　　　　　　 18

担

9,048円 　　　　

当

　　　　 600,0

係

00円
草刈等委託　4

財

件　
　　　　　　　　

産

 105,656円

　

管

普通財産を適正管理す

理

るため草刈を行うとと

係

もに財源確保のため普

2

通財産の売却を行った

1

。

成果

(できたこと)

9

　普通財産の処分方法や貸付等を検討し、財産収入の増加を図る必要がある。
課題

　
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 普通財産の処分（件） 0 1 1 1 1
指標

 
指標

　普通財産の所有状況等の違いにより、委託件数や費



72,985 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 9,800 432 1,073 4,926

職員人件費　② 718 707 1,052 1,099

総事業費（①＋②） 10,518 1,139 2,125 6,025

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

２

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

６

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

年

計画
分野 計画推進

基本

度

施策 行政経営
施策体系

　

施策の内容 効率的な行

刈

政運営

目
　
　
　
的

　老

谷

朽化した車両を更新す

市

ることにより、職

主
た

事

る
内
容

　古くなった公

務

用車の適宜更新や新規

事

に必要
員の安全運行と

業

、環境に配慮した低公

評

害車の となった車両の

価

購入を行う。
導入を進

シ

める。

位
置
づ
け

関連計

ー

画  

根拠法令 刈谷市自

ト

動車等運行管理規程

対

（

象者 市職員 事業期間 ～

様

実施方法 ■直営　□委

式

託　□指定管理　□補

１

助・助成　□その他

）

会計名 担当部 企画

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

財

２３年度実績 ２４年度

政

実績 ２５年度実績 ２６

部

年度計画

クラウンＨＶ

一

1台 パッソ1台 プロボ

般

ックス1台 小型貨物車

会

　3台
ランクルプラド

計

1台　 軽貨物車　　1

自

台

　必要車両を適宜購

動

入した。

成果

(できた

車

こと)

　引き続き、最

購

適な車両台数を把握し

入

、業務に支障がないよ

等

うに努める必要がある

事

。
課題

(できなか 

 

業

ったこと)

指標名称（

担

単位）
実績値 目標値

２

当

３年度 ２４年度 ２５年

課

度 ２６年度 ２８年度

活

財

動 低公害車、低排出ガ

務

ス・低燃費車の購入（

課

％） 100 100 10

款

0 100 100
指標

 

項

指標
　市の規模や事業

目

内容の違いにより、必

担

要車両台数等を比較す

当

ることが困難である。

係

他市との
比較検証

財産管理係

2 1 9

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 9,800 432 1,073 4,926 合計 1,072,985 円
備品購入費 1,0



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,541 3,767 3,459 4,578 合計 3,459,204 円
需用費 3,459,204 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 3,541 3,767 3,459 4,578

職員人件費　② 1,077 1,061 1,052 1,466

総事業費（①＋②） 4,618 4,828 4,511 6,044

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

２

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

６

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

年

計画
分野 計画推進

基本

度

施策 行政経営
施策体系

　

施策の内容 効率的な行

刈

政運営

目
　
　
　
的

　各

谷

課等及び各施設で共通

市

に使用する物品等

主
た

事

る
内
容

　上質紙や封筒

務

などの調達用の消耗品

事

の購入
を一括購入する

業

ことにより、事務の効

評

率化と を行う。
経費の

価

削減を図る。

位
置
づ
け

シ

関連計画  

根拠法令 刈

ー

谷市財産管理規則

対象

ト

者 市職員 事業期間 ～

実

（

施方法 ■直営　□委託

様

　□指定管理　□補助

式

・助成　□その他

１）

会計名 担当部 企

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

画

３年度実績 ２４年度実

財

績 ２５年度実績 ２６年

政

度計画

調達用消耗品費

部

　2,421千円 調達

一

用消耗品費   2,

般

076千円 調達用消耗

会

品費　1,950千円

計

調達用消耗品費(予定

調

額) 　  
調達用印

達

刷製本費　1,120

物

千円調達用印刷製本費

品

  1,691千円調

管

達用印刷製本費　1,

理

509千円2,451

事

千円
調達用印刷製本費

業

(予定額)   
2,

担

127千円

　調達用消

当

耗品や封筒の印刷につ

課

いて必要数用意した。

財

成果 　封筒の印刷では

務

、マスコットキャラク

課

ターやキャッチフレー

款

ズを印刷し、刈谷の魅

項

力のＰＲに貢献した。

目

(できたこと)

　適正

担

な必要個数の把握・指

当

導に努めなければなら

係

ない。
課題

　封筒の印

財

刷においては、ロゴマ

産

ークやキャッチフレー

管

ズの更新と連動する必

理

要があり、在庫の管理

係

が難しい。
(できなか

2

 

 ったこと)

指標名

1

称（単位）
実績値 目標

9

値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

指標
 

指標
 用紙や封筒の使用状況等の違いにより、必要数や費用の比較が困難である。

他市との
比較検証



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 200,000 4,029,003 3,551 合計 4,029,003,000 円
積立金 4,029,003,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 3,551

一般財源 0 200,000 4,029,003 0

職員人件費　② 0 1,061 1,403 1,466

総事業費（①＋②） 0 201,061 4,030,406 5,017

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　

２

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

６

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

年

　
概
　
要

総合計画
分野

度

計画推進

基本施策 行政

　

経営
施策体系

施策の内

刈

容 健全な財政運営

目
　

谷

　
　
的

　公共施設維持

市

保全計画に則り、本市

事

が所有

主
た
る
内
容

　公

務

共施設の改修、建替等

事

の経費に充てるた
する

業

公共施設の健全かつ円

評

滑な維持保全を図 め、

価

基金に積み立てる。
る

シ

ため、基金を積み立て

ー

る。

位
置
づ
け

関連計画

ト

刈谷市公共施設維持保

（

全計画

根拠法令 刈谷市

様

公共施設維持保全基金

式

条例

対象者 対象者を設

１

定しない 事業期間 平成

）

２４年度 ～

実施方法 ■

会

直営　□委託　□指定

計

管理　□補助・助成　

名

□その他

担当部 企画財政部

Ｂ
　
事
　

一

業
　
実
　
績

２３年度実

般

績 ２４年度実績 ２５年

会

度実績 ２６年度計画

 

計

積立額 積立額 将来の公

公

共施設の改修、建替
 

共

　　　　200,00

施

0,000円 　　　　

設

4,029,003,

維

000円 等に係る費用

持

の増加に備え、
 年度

保

末現在高 年度末現在高

全

適切に基金を積み立て

基

る。
 　　　　200

金

,000,000円 　

積

　　　4,229,0

立

03,000円 取崩予

事

定額　400,000

業

,000円
　　　――

担

―――――　　　

　将

当

来の公共施設の修繕、

課

改修及び建替に係る費

財

用の増加に備え、適切

務

に基金を積み立てるこ

課

とができた。

成果

(で

款

きたこと)

課題

(でき

項

なか 

 ったこと)

指

目

標名称（単位）
実績値

担

目標値

２３年度 ２４年

当

度 ２５年度 ２６年度 ２

係

８年度

活動 基金取崩予

財

定事業数（事業） ― ―

産

― 4 ―
指標

指標
平成2

管

5年度　岡崎市　公共

理

施設維持保全基金　2

係

,000,000 千

2

円
他市との 平成25年

1

度　豊田市　公共施設

9

安全安心基金　1,000,000 千円
比較検証


